
（平成２５年５月２２日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件



福岡（大分）国民年金 事案 2646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年７月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 51年３月まで 

私は、Ａ県Ｂ市のＣ支所で国民年金の加入手続を行い、その際に交付を

受けた年金手帳には、国民年金に初めて被保険者となった日は昭和 50 年７

月１日と記載されている。 

また、国民年金保険料を納付することができた期間については、送られ

てきた納付書で、全て納付したはずである。 

保険料を納付したことが分かる領収書等の資料は無く、実際に納付した

保険料の金額は記憶していないが、申立期間の保険料を納付したことは間

違いないので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、送られてきた納付書で、納付できる期間の国民年金保険料を全

て納付したはずであると主張しているところ、国民年金手帳記号番号の払出簿

及び申立人の記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日により、申立人

が国民年金の加入手続を行った時期は、昭和 52 年４月又は同年５月頃と推認

でき、加入手続を行った時点で申立期間の保険料を過年度納付により納付する

ことが可能であった上、申立期間の保険料額は、納付済みとなっている申立期

間直後の昭和 51 年度以降の保険料額より低額であることから、申立人が９か

月と短期間である申立期間の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

また、申立人の申立期間を除く国民年金加入期間については、保険料は全

て納付済み又は免除となっており、未納期間は存在しない上、前納している期

間もあるなど、申立人の納付意識は高かったものと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

  



福岡厚生年金 事案 4660 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、平成 18 年９月

から 19 年８月までを 14 万 2,000 円、同年９月から同年 12 月までを 13 万

4,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立期間①の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 また、申立人は、申立期間②、③、④及び⑤に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞

与額に係る記録を、申立期間②は４万 9,000 円、申立期間③及び④は４万

8,000円、申立期間⑤は４万 7,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年９月１日から 20年１月 16日まで 

         ② 平成 17年８月１日 

         ③ 平成 17年 12月１日 

         ④ 平成 18年８月１日 

         ⑤ 平成 18年 12月１日    

申立期間①について、年金記録を確認したところ、Ａ社は、給与支給明

細書に記載された金額とは違う内容の届出をしているようだ。当該期間に

ついて、実際に支給された給与額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

また、申立期間②、③、④及び⑤について、標準賞与額の記録が無いこ

とが分かった。 

賞与の支給を受け、当該賞与から厚生年金保険料が控除されているので、

標準賞与額の記録を認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  



  １ 申立人は、申立期間①については、標準報酬月額の相違を、申立期間②、

③、④及び⑤については、標準賞与額の年金記録に係る確認を申し立ててい

るが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額又は標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額又は賞与額のそれぞれに見合う標準報

酬月額又は標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額又は

標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 

  ２ 申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人が所持する給与支給明

細書及び源泉徴収票から推認できる厚生年金保険料額から、平成 18 年９月

から 19 年８月までは 14 万 2,000 円、同年９月から同年 12 月までは 13 万

4,000円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主からの供述は得られないものの、申立人の所持する給与支給明

細書等で推認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録上

の標準報酬月額が、長期間にわたり一致していないことから判断すると、事

業主は給与支給明細書等で確認又は推認できる報酬月額若しくは保険料控除

額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当

時）は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立人に係る当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

   

 

３ 申立期間②、③、④及び⑤に係る標準賞与額については、申立人から提出

された給与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、申立

期間②は４万 9,000円、申立期間③及び④は４万 8,000円、申立期間⑤は４

万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主から供述が得られず、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、当該給与支給明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う賞与

額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確

認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認めら

れない。

  

 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

   申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が提出した在籍証明書及び同僚の給与明細書から判断すると、申立人

は申立期間において同社に継続して勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ

事業所から同社Ｄ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 6,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4662 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

  申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。   

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が提出した在籍証明書及び同僚の給与明細書から判断すると、申立人

は申立期間において同社に継続して勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ

事業所から同社Ｄ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 6,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 3,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

  申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。   

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した在籍証明書及び同

僚の給与明細書から判断すると、申立人は申立期間において同社に継続して

勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4664 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

  申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。   

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した在籍証明書及び同

僚の給与明細書から判断すると、申立人は申立期間において同社に継続して

勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

  申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。   

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が提出した在籍証明書及び同僚の給与明細書から判断すると、申立人

は申立期間において同社に継続して勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ

から同社Ｄ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 8,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

  申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。   

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した在籍証明書及び同

僚の給与明細書から判断すると、申立人は申立期間において同社に継続して

勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当であ

る。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 3,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

  申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

  

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した在籍証明書及び同

僚の給与明細書から判断すると、申立人は申立期間において同社に継続して

勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



福岡（鹿児島）厚生年金  事案 4668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 44 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ

社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した際の申立期間における厚生年金保

険被保険者記録が１か月欠落していることが分かった。 

 申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。    

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した在籍証明書及び同

僚の給与明細書から判断すると、申立人は申立期間において同社に継続して

勤務し（昭和 44 年７月１日に、Ａ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当であ

る。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って

届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 44 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



福岡（鹿児島）国民年金 事案 2647 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年１月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年１月から 56年３月まで 

私は、私の両親から国民年金をきちんと納付するように言われていたの

で、申立期間の国民年金保険料は、父に毎月現金を渡し、父が自宅でＡ町

内会の集金人に納付していたはずである。 
き

両親の保険料は、納付済みとされているのに、几 帳面だった父が私の保

険料のみを払い忘れるとは考えられない。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を申立人の父親に毎月現金を渡し、

父親は自宅でＡ町内会の集金人に納付していたと主張しているものの、申立人

の両親に係るＢ市の国民年金被保険者名簿には、「納組コード」が記載されて

いることが確認できるが、申立人に係る同市の被保険者名簿には、その記載は

見当たらないところ、同市は、通常、「納組コード」が記載されている被保険

者は、納付組合による集金によって保険料を納付し、記載されていない被保険

者は、納付書による自主納付であることが考えられると回答していることから、

申立人とその両親の納付方法は異なっていたことがうかがえる。 

また、前述の両親の被保険者名簿によると、申立期間と同期間の保険料は

５回にわたり納付されていることが確認できるところ、両親及び申立人の住所

の変更などが無い状況下で、行政機関が申立人の納付に関する事務処理を連続

して誤るとは考え難い上、申立人に係るＢ市の被保険者名簿、特殊台帳及びオ

ンライン記録は一致していることが確認できる。 

さらに、申立人の父親及びＡ町内会の集金人は、既に死亡しており、具体

的な保険料の納付について供述を得ることはできず、申立人及びその父親が申

  



立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

  



福岡（大分）国民年金 事案 2648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年８月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年８月から 49年３月まで 

私は、Ａ県Ｂ市に所在するＣ学校を卒業してＤ県Ｅ町の実家に帰った後

の昭和 50 年５月頃、私の母と共にＥ町役場に出向き、それまで未納になっ

ていた申立期間の国民年金保険料を一括して納付した。 

申立期間の納付記録が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を昭和 50 年５月頃に、Ｅ町において

一括して納付したと主張しているものの、Ｂ市Ｆ区の国民年金被保険者名簿

によると、申立人が 49 年４月７日に加入手続した際の記録は任意加入となっ

ていることが確認でき、その後に申立人が転居したＥ町の国民年金被保険者

名簿においても、申立人は任意加入被保険者として管理されていたことが確

認できるところ、任意加入被保険者は、制度上、遡って加入することはでき

ず、その保険料納付義務は資格取得日から発生することから、申立期間は、

加入手続を行った当時においても、また、申立人が一括納付したとする 50 年

５月頃の時点においても未加入期間であり、申立期間の保険料を遡って納付

することはできなかったものと判断される。 

また、昭和 50 年５月頃は、第２回目の特例納付実施期間中ではあるもの

の、前述のとおり、申立期間は、当時未加入期間であり、特例納付すること

はできず、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  



福岡国民年金 事案 2649 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年４月から 53 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年 12月まで 

  私は、昭和 52 年３月に婚姻後、同年４月に前職を辞めてＡ学校に入学し

た。その後、私の妻と一緒に国民年金の加入手続を行い、妻の国民年金保険

料と一緒に私の保険料も妻が納付していたはずである。 

  私の年金手帳の国民年金被保険者資格の取得日が、前職を辞めた昭和 52

年４月１日に訂正されているにもかかわらず、申立期間が国民年金に未加入

で、保険料が未納とされていることに納得できないので調査してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 52 年３月に婚姻後、申立人の妻と一緒に国民年金の加入手

続を行ったとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿並びに申立人及び

その妻の記号番号の前後にある任意加入被保険者の資格取得日によると、申立

人の記号番号は 54 年１月に、申立人の妻の記号番号は 52 年 10 月にそれぞれ

払い出されていることが推認できることから、申立人及びその妻の国民年金の

加入手続を行った時期は異なっている上、申立期間当時、申立人に対して別の

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 また、申立人は、申立期間当時、Ａ学校に在籍している学生であることから

任意で国民年金の被保険者資格を取得することとなり、制度上、遡って当該資

格を取得することはできないところ、申立人が所持する年金手帳の国民年金記

録のページにおいて、当該資格の取得日が昭和 54 年１月 11 日から 52 年４月

１日に訂正されていることが確認できるものの、申立人に係るＢ市Ｃ区の国民

年金被保険者名簿によると、申立人の被保険者資格の資格取得日欄には、

「54.01.11」と印字されており、年金手帳に記載された当該資格の取得日の訂

正に係る記録は見当たらないことから、申立期間は未加入期間であり、申立人

  

  



及びその妻は、申立人の当該期間の国民年金保険料を納付することができな

かったものと考えられる。 

  さらに、上記被保険者名簿の検認記録欄における昭和 53 年 12 月の欄には

「納付不要」、54 年１月の欄には「定納」と押印されており、申立人の記号

番号が払い出された同年１月分から保険料が納付されていることが確認できる。 

  加えて、申立人の保険料を納付していたとする申立人の妻は、申立人の保険

料に関する納付方法、納付額及び納付場所並びに申立人の年金手帳における被

保険者資格の取得日が訂正された時期について、記憶が明確ではない旨供述し

ているほか、申立人及びその妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 

  



福岡（熊本）厚生年金 事案 4669 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年 12月 13日 

Ａ社から申立期間①及び②に支給された賞与について、社会保険事務所

（当時）に賞与支払届が出されていなかったため、標準賞与額に係る年金

記録が確認できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が提出した所得税源泉徴収簿兼賃金台帳及び月別給料一覧表に

よると、申立人は申立期間①及び②において、事業主から賞与の支給を受けて

いるものの、当該賞与からいずれも厚生年金保険料が控除されていないことが

確認できる。 

また、申立事業所の申立期間①及び②当時の給与事務担当者は、賞与に係

る厚生年金保険料について、賞与から控除する以外の方法では徴収していない

と回答している。 

 このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①及び②について、申立人がその主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



福岡厚生年金 事案 4670 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 21年４月１日から同年８月１日まで 

② 平成 21年８月１日から 22年２月１日まで 

私は、Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間

②に係る標準報酬月額に係る年金記録について疑問があったため、管轄年

金事務所に調査を依頼したところ、現在の記録で間違いないとの回答を得

た。 

しかし、私名義の当時の預金通帳に記載されている給与の振込金額から

見ると、申立期間①及び②に係る給与の総支給額は、14 万円から 15 万円ぐ

らいはあったと思われる。 

給与明細書等は所持していないが、調査して、申立期間①及び②に係る

標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

 

２ 申立期間①のうち、平成 21 年４月１日から同年５月１日までの期間につ

いては、申立人が提出した預金通帳の写し及びＡ社が提出した当該期間に

係る給与明細書により、当該期間に係る報酬月額は、オンライン記録の標

  



準報酬月額より低額となっていることが確認できる。 

また、申立期間①のうち、平成 21 年５月１日から同年８月１日までの期

間については、申立人が提出した当該期間に係る預金通帳の写し及び申立

事業所が提出した当該期間に係る給与明細書によると、申立人の報酬月額

に見合う標準報酬月額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額

を上回っていることが確認できる。 

しかしながら、申立期間①の全ての期間における給与明細書の厚生年金

保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額

と合致していることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

 

３ 申立期間②のうち平成 21 年８月１日から同年９月１日までの期間及び同

年 12 月１日から 22 年２月１日までの期間については、申立人が提出した

預金通帳の写し並びにＢ社が提出した当該期間に係る給与明細書、賃金台

帳及び源泉徴収簿によると、申立人の報酬月額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録により確認できる標準報酬月額を上回っていることが確認

できるものの、給与明細書の厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月

額は、オンライン記録の標準報酬月額と合致していることから、特例法に

よる保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間②のうち、平成 21 年９月１日から同年 12 月１日までの

期間については、申立人が提出した預金通帳の写しによると、申立事業所

から振り込まれた給与額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月

額を上回っていることが確認できるものの、当時の事業主から回答が得ら

れないことから、当該期間の厚生年金保険に係る届出及び厚生年金保険料

の控除額について確認することができず、このほか、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、両申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

  



福岡（鹿児島）厚生年金 事案 4671 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年９月２日から 51年４月１日まで 

② 昭和 52年 11月１日から 53年８月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ社でＢ職種として勤務し、申立期間②

については、Ｃ社でＤ職種として勤務したので、両申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人に係る雇用保険の被保険者記録は確認でき

ない上、Ａ社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚

に照会したものの、申立人が申立期間①当時に、同社に勤務していたこと

をうかがわせる供述を得ることができず、申立期間①における勤務の実態

を推認することができない。 

また、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 50 年９月２日と記録されてお

り、当該記録は、オンライン記録と一致している上、同年９月 20 日に申立

人に係る健康保険被保険者証が社会保険事務所（当時）に返納された旨の

記載が確認できる。 

  さらに、Ａ社は、昭和 61 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっており、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる賃金台帳等の資料は無く、このほか、

申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。  

  なお、申立人に係る国民年金被保険者名簿によると、厚生年金保険の被保

険者資格を喪失したことにより、昭和 50 年９月に国民年金の被保険者資格

  

  

  



を取得した旨の記載がある上、申立期間①において、国民年金保険料が現年

度納付されている記録が確認できる。 

 

２ 申立期間②については、申立人に係る雇用保険の被保険者記録によると、

Ｃ社の離職日は、昭和 52 年 10 月 31 日となっており、同社に係る申立人の

健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載された厚生年金保険被保険者資

格の喪失日（昭和 52 年 11 月１日）の前日と一致しており、申立期間②に

おける勤務の実態を推認することができない。 

また、Ｃ社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚

に照会したものの、同社における申立人の退職時期に係る記憶は定かでは

なく、申立人が申立期間②当時に、同社に勤務していたことをうかがわせ

る供述を得ることはできない。 

  さらに、商業登記簿謄本によると、Ｃ社は、平成元年 12 月３日に解散し

ており、事業主と連絡が取れないことから、賃金台帳等の資料を得ることが

できず、このほかに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

  なお、申立人が所持する国民年金保険料納付状況確認書並びに申立人に係

る国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者名簿によると、申立期間②の

うち、昭和 53 年４月以後の期間については、国民年金保険料が現年度納付

されていることが確認できる。 

  

  

 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

  




